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誓　　約　　書
神奈川県知事　殿

所在地
法人名
代表者　　　　　　　　　　　
神奈川県指定調査機関選定申請書を提出するに当たって、次の事項が遵守されていることを誓約します。

なお、当該誓約に違反があった場合は、それまで申請者が費やした費用を賠償することなしに、選定された者に対し、県が一方的に選定結果を取消す権利を有することに同意します。

１　当法人又はその役員が次の者に該当しないこと。

1 介護保険法（平成９年法律第123号）の規定により刑に処され、その執行を受け又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者。
2 介護保険法施行令（平成10年政令第412号）第37条の10第１項の規定により指定調査機関の指定を取り消され、その取消しの日から起算して2年を経過しない者。
3 介護保険法施行令（平成10年政令第412号）第37条の10第１項の規定により指定情報公表センターの指定を取り消され、その取消しの日から起算して2年を経過しない者。
4 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定により地方公共団体における一般競争入札等の参加を制限されている者。

5 書類提出時点において、地方公共団体の一般競争入札の参加停止又は指名競争入札の指名停止等の措置を受けている者。

6 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続又は民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続を開始した者。
7 最近１年間の法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を完納していない者。
8 神奈川県暴力団排除条例（平成22年条例第75号）第２条第５号に定める暴力団経営支配法人等。
9 労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者。
２　次により、中立・公平性が確保されていること。

1 指定調査機関の指定を受ける法人の役員、法人の種類に応じた構成員又は職員の構成について、調査対象サービスを現に提供する事業者の役員、役員であった者及び職員並びに当該役員又は職員の配偶者及び３親等以内の親族が当該法人の役員、法人の種類に応じた構成員又は職員の総数の２分の１を超えて含まれていないこと。
2 ①により難い場合は、調査事務の利害関係者以外で、調査事務に関する知識を有し、公正・中立性を確保できる者で構成され、調査事務の内容を実質的に決定することができる委員会等を組織すること。
③　調査事務に係る経理は、他の事業の経理と区分して行うこと。
３　当該法人自らが調査対象サービスを提供しないこと。

４　神奈川県内に調査に係る事務所を設置し、年末年始を除く平日の日中においては一日以内に連絡が取れる体制をとること。
５　指定期間を通じて、「介護サービス情報調査事業委託仕様書」に従い、確実に調査が実施できること。
６　神奈川県所管域（指定都市を除く）の調査が可能なこと。
７　神奈川県指定調査機関選定申請書及びその添付書類に虚偽の記載がないこと。

（様式１－５）
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